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Ⅰ　課題設定・構成

Ⅱ　�1970～90年代の超党派合意の形成・G.�W.ブッシュ政権・オバマ政権期の競争力（産業）

政策

　（ 1）製造業国際競争力の低下・貿易赤字・超党派合意による競争力政策の形成

　（ ２ �）G.�W. ブッシュ政権期：安全保障政策重視のもとでの競争力政策（産業政策）の新

展開：「不在」からアメリカ競争法へ

　（ ３ �）オバマ政権期：リベラル理念重視の競争力（産業）政策の挫折と大統領令による巻

き返し

Ⅲ　�トランプ政権期・バイデン政権期の競争力（産業）政策：カオスの中の対中競争と超大

規模化したアメリカの競争力（産業）政策

　（ 1）トランプ政権期の競争力（産業）政策の構図

　　（ａ）２017年減税および雇用法（The�Tax�Cuts�and�Jobs�Act�of�２017）
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―政治的分極化の「進化」と対中戦略的競争視点からの試論―
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論　　文

要　旨
本稿は，先行研究が十分蓄積されていない，トランプ政権期およびバイデン政権期の競争力

（産業）政策について，その全体的な内容と展開を概観・分析した。超党派合意に向かった1970
年代末以降のアメリカ競争力（産業）政策の形成・発展過程を改めて整理したうえで，それと比
較しつつ，政治的分極化のさらなる分化および対中戦略的競争意識の強化と関連づけて，トラン
プ政権期およびバイデン政権期の競争力（産業）政策の展開を考察した。共和党，民主党の党派
対立が激化しているにもかかわらず，各党の支持基盤がさらにエリート層とポピュリスト層等に
分化している可能性があるために，２0２1年インフラ投資・雇用法（IIJA），２0２２年 CHIPS および
科学法などいくつかの政策で超党派合意の余地がわずかに拡大するという，より複雑な状況を招
いたという試論を提示した。
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　　（ｂ）徒弟訓練プログラム

　　（ｃ）通商協定見直し（貿易戦争）

　　（ｄ）実は活発だった研究開発活動

　（ ２）バイデン政権期の競争力（産業）政策の構図

　　（ａ�）アメリカ雇用計画構想とインフラ投資・雇用法（Infrastructure�Investment�and�

Jobs�Act�，IIJA）

　　（ｂ�）２0２1年アメリカイノベーション・競争法案（United�States�Innovation�and�Com-

petition�Act�of�２0２1）・２0２２年アメリカ競争法案（America�COMPETES�Act�of�２0２２）・

CHIPS および科学法

　　（ｃ�）�２0２２年インフレ抑制法（Inflation�Reduction�Act�of�２0２２）

Ⅳ　結　論

Ⅰ　課題設定・構成

本稿の課題は，先行研究が十分蓄積されていないトランプ政権期およびバイデン政権期の競

争力（産業）政策について，全体的な内容と展開を概観・分析したうえで，到達点はどこにあ

るのかを，超党派合意に向かった1970年代末以降のアメリカ競争力（産業）政策の形成・発展

過程と比較しつつ，主として政治的分極化のさらなる分化および対中戦略的競争の強化と関連

づけて考察し試論を提示することである。到達点とはオバマ政権期までと比較した予算規模の

飛躍的拡大，ある程度の新規性，党派対立のさらなる分化の影響ということを意味する。

なおトランプ政権期およびバイデン政権期の競争力（産業）政策，とりわけインフラ投資・

雇用法，CHIPS および科学法，インフレ抑制法のうち環境エネルギー投資誘導政策については，

別稿にて詳細な分析を行う予定である。

1970年代末から1980年代にかけて共和党，民主党の「超党派合意」あるいは競争力（産業）

政策を容認する超党派議員の登場とともに形成されたアメリカの競争力（産業）政策は，1990

年代の党派対立激化期にはあまり注目されなくなったものの，新産業形成と発展に寄与するな

ど実質化し，２000年代以降のG.�W. ブッシュ政権期とオバマ政権期には，党派対立の激化によ

り超党派合意が弱体化しつつも，イノベーション政策の内容と科学技術投資の拡大で世代の競

争力（産業）政策に進化した。

２017年トランプ政権期，バイデン政権期において党派対立がさらに分化しつつある中で，競

争力（産業）政策は，対中競争要素が強まりつつある構図のもと，当初構想より規模を縮小し

たものの超大規模政策として実現した。

本稿は上記の課題を，以下の順に論じる。Ⅱでは主として先行研究や筆者の研究に依拠しつ

つ，政策論争および超党派合意により競争力（産業）政策が形成，実質化した1970～90年代の
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状況を整理する。そして２001年から２016年までの党派対立が激化していった G.�W. ブッシュ政

権期およびオバマ政権期の競争力（産業）政策の進化と展開を検討する。Ⅲでは２017年から

２0２２年までのトランプ政権期，バイデン政権期の競争力（産業）政策の内容と展開を整理する。

そしてその政策の新規性と継承性，展開が政治的分極化のさらなる分化および対中戦略競争の

強まりに影響されたという試論を提示する。結論ではたしかに一部の政策について超党派合意

の余地がわずかに拡大したことが示唆されたものの，予断を許さない状況であることを指摘す

る。

Ⅱ　�1970～90年代の超党派合意の形成・G.�W. ブッシュ政権・オバマ政権期の競争
力（産業）政策

（ 1）製造業国際競争力の低下・貿易赤字・超党派合意による競争力政策の形成

本稿のはじめに，1970年代末から1980年代にかけて競争力（産業）政策に関する論争が行わ

れ，超党派合意が形成されたことを，先行研究および筆者のこれまでの研究を整理して概観し

ていこう。もともとアメリカは，第二次大戦後の平時経済において，マクロ経済運営への政府

介入は容認するものの，個別産業・企業への政府介入には否定的であり，連邦政府の関与はほ

ぼ1960年代の国家安全保障に関わるロッキード社救済，政治情勢に大きく関わる1980年代のク

ライスラー社救済などに限定されており，他国の中央政府が行う産業政策は州政府（大恐慌対

策）が担っていた（宮田�２001）。しかし図 1にあるとおり，1970年代後半から貿易赤字が拡大
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　（出所）US,�DOC,�BEA（annually�a）より筆者作成。

図 1　米財貿易収支・対GDP比の推移
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しはじめ，対 GDP 比でも 1 ％を超える水準に悪化し始めた。特に増加した対日貿易赤字，対

欧貿易赤字が世論や政治家に強く認識され，政策立案者レベルでも貿易赤字の持続可能性が意

識されはじめた（中本�1999，中戸�２00３）。さらに図 2にあるとおり，それまで順調に増加し

ていたアメリカの製造業従業者は，1970年から横ばいとなり，1980年から２010年にかけて約

1,000万人も減少した。具体的には，製造業工場閉鎖や製造業企業の経営危機が散発したほか，

一部のアメリカ製造業企業が事業を収益性の高い金融・サービスに次第にシフトする動きを強

めたことから，製造業労働者および不況地域対策の観点から問題視されるようになった（Har-

rison�and�Bluestone�1984）。

以上の状況下から世論や政治家が認識しやすく，大統領権限で対応しやすい貿易赤字問題が

政治問題化し議論されたが，本質的にはよりアメリカ産業の国際競争力に影響する競争力政策

（産業）政策分野では，1970年代末から80年代初頭にかけて活発な論争があり（Magaziner�

and�Reich�198３,�Zysman�and�Tyson�198３），国際競争下の産業政策の必要性が強く指摘される

ようになったのである（宮田�２001，US.�President’s�Commission�on�Industrial�Competitive-

ness�1985）。

表 1にある通り1970年代末～1980年代初頭の連邦議会は，ニューディール期以来基本的に続

いてきた民主党優勢の状況が下院で継続していた。そのもとで事実上の産業政策を容認する共

和党穏健派議員が規制緩和手法により基本的な政策路線を提示し，下院民主党がさらに政府関

与を主張するという産業政策積極論が活発に議論された（USCBO�198３,�Hughes�２005）。上院

はレーガン保守革命の影響があり，1970年代末は民主党優勢，1980年代には共和党優勢であっ

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2019年

農　業 鉱　業 建設業
製造業 運輸・通信・公益 商　業
金融・保険・不動産業 サービス業 政府（連邦・州・地方自治体）
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図 2　アメリカ産業別就業者構成の推移（1960年～2020年）
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た。1980年代米議会の構図は，共和党は現在の基準では穏健派と考えられる財政保守，自由競

争重視で産業への直接介入には否定的な古典的保守派が多く（US�Congressional�Hearing�

1984, 久保編�２00３），民主党は現代の基準では穏健派と考えられる，ユーディール路線を継承

しつつ，労働組合，環境，人種問題（黒人）をやや重視する古典的リベラル派の議員が大半で

あった（US�Congressional�Hearing�1984,�久保編�２005）。

このような議会の構図のなかで，カーター政権期の第96議会では，共和党穏健派議員が働き

表 1　歴代アメリカ連邦議会の構図

年 議会会期番号 大統領（府）
上院勢力分布図
（共和／民主）

下院勢力分布図
（共和／民主）

1977～1979 95
カーター（民主）

３8 vs 61 14３�vs�２9２�

1979～1981 96 41 vs 58 158�vs�２77

1981～198３ 97

レーガン（共和）

5３�vs�46 19２�vs�２4２

198３～1985 98 55�vs�45 166�vs�２69

1985～1987 99 5３�vs�47 18２�vs�２5３

1987～1989 100 45�vs�55 177�vs�２58

1989～1991 101
G.H.W. ブッシュ（共和）

45�vs�55 175�vs�２60

1991～199３ 10２ 44�vs�56 167�vs�２67

199３～1995 10３

クリントン（民主）

4３�vs�57 176�vs�２58

1995～1997 104 5２�vs�48 ２３0�vs�２04

1997～1999 105 55�vs�45 ２２8�vs�２06

1999～２001 106 55�vs�45 ２２３�vs�２11

２001～２00３ 107

G.W. ブッシュ（共和）

50�vs�50 ２２1�vs�２1２

２00３～２005 108 51�vs�48 ２２9�vs�２05

２005～２007 109 55�vs�44 ２３２�vs�２0２

２007～２009 110 49�vs�49 ２0２�vs�２３２

２009～２011 111

オバマ（民主）

41�vs�57 178�vs�２57

２011～２01３ 11２ 47�vs�51 ２4２�vs�19３

２01３～２015 11３ 45�vs�5３ ２３4�vs�２01

２015～２017 114 54�vs�44 ２47�vs�188

２017～２019 115
トランプ（共和）

51�vs�47 ２41�vs�194

２019～２0２1 116 5３�vs�45 199�vs�２３5

２0２1～２0２３ 117 バイデン（民主） 50�vs�48 ２1２�vs�２２２

（注 1）合計数が合わないのは，共和，民主どちらにも属さない議員がいるため。
（注 ２）各議会会期中に欠員等で数は変動している。上院は副大統領が投票権を持つ。
（出所）US�House�（２0２２）および�US�Senate�（２0２２）より作成。
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かけ，民主党も超党派で合意する形で，後述する産官学連携のための規制緩和法が次々に成立

した（宮田�２00２,�Kleinman�1995）。続いて第97議会から第99議会にかけて下院民主党は経済苦

境にあった大恐慌期の復興金融公庫（RFC）にならった産業向け長期金融を担う開発銀行と

連邦レベルの産業政策の司令塔となる大統領直属の産業競争力審議会の設立を強く要求した。

そのほかには産業競争力強化のための研究機関や高等教育機関と産業界のネットワーク化を進

める産官学連携の推進，労働力訓練政策の必要性が幅広く議論された（宮田�２001）。共和党は

財政均衡派や産業界への直接介入に否定的な保守派を中心として，基本的には大きな政府につ

ながる競争力（産業）政策面での連邦政府の積極関与や政府系金融機関の設立には消極的であ

り，共和党が優勢である上院との審議も経て，後述する規制緩和法による既存組織の活用や規

制緩和を指向した（US�Congressional�Hearing�1984,�Kleinman�1995,�Hughes�２005）。レーガン

政権は小さな政府を指向する当時の共和党保守派の立場から，競争力（産業）政策全般につい

ては消極的対応を基本とした。他方で主として大統領権限で実施可能な通商交渉を重視し対日

貿易交渉を行った。これは大統領選挙，連邦議会選挙対策として貿易摩擦や製造業地域や製造

業労働者の苦境に対してプラグマティズム的に対応しようとした結果だと考えられる。レーガ

ン政権は民主党カーター政権と同様に，アメリカ産業の国際競争力が弱っているという認識を

メインにするのではなく，輸入制限措置等で時間を稼ぎ，アメリカ産業の競争力復活をまつと

いう姿勢であったとされる（筆者聞き取り�２0２３）。

このような状況下で，第96議会から第100議会にかけての民主，共和党議員の超党派合意は，

主として両党議員が合意可能な規制緩和論（起業，政府機関や大学の対民間企業への技術移転

の促進，産官学連携の推進）で実現した。たとえば産官学連携政策は1980年スティーブン・ワ

イドラー技術革新法（国立研究所の技術移転促進等），1980年大学・中小企業特許手続き法（バ

イ ＝ ドール法，連邦政府資金での研究開発特許の大学，研究者等への許可），198２年中小企業

技術革新開発法（SBIR，外部への研究費支出の多い省庁にその２.5％の中小企業向け研究開発

資金提供を義務づけ），1986年連邦技術移転法（国立研究機関と大学，企業等との共同研究促

進），1989年国家競争力技術移転法（国立研究機関と大学，企業等との共同研究促進）として

次々に成立し（宮田�２00２），産業競争力審議会は製造業競争力強化の提言を行う民間シンクタ

ンクの競争力評議会として結成されるなど，既存組織である産官学の強化やそれらのネットワ

ーク化が実現した。

政策論争の結果，競争力（産業）政策の目標は，高次製造業（Advanced�Manufacturing）

を中核とする製造業の国際競争力を向上させ，国際水準で良質な雇用を創出することとなった。

特定の産業をターゲットにするのではなく，より広い産業を対象とした緩やかな産業政策とし

て形成されたといえる（櫻井�199２）。これらを総称して競争力（産業）政策（Competitiveness�

Policy）と呼ぶこととなった。1980年代の政策論争を経て，民主党サイドで開発銀行や産業競

争力審議会の設置は断念し，共和党サイドでは事実上の産業政策を規制緩和手法で認める競争
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力（産業）政策に関する超党派合意が形成されたのである。

1980年代後半の第100議会では，選挙対策として通商政策領域でスーパー３01条などの一方的

通商政策が立法され，実際に日本等に適用された（関下�1996）。さらに通商政策への政府関与

を強く主張する戦略的通商政策も提唱された（Tyson�199２）。国家安全保障に関わる半導体に

ついては，日米半導体協定などの管理貿易にも踏み込みつつ，半導体コンソーシアムであるセ

マティックも組織されるなど，自由貿易理念や産業不介入原則が大幅に改変されるにいたった

（坂井�1991，村山�1996，中本�1999）。このように通商政策では，産業競争力強化や保護のため，

特に対日製造業競争を眼目とした一方的措置や管理貿易に踏み込んだが，それが時間稼ぎとし

てアメリカ産業の国際競争力復活にある程度寄与したのではないかという評価もある（宮田�

２001）。

1990年代は表 1にあるとおり，長らく民主党が主導してきた連邦議会下院が共和党保守派主

導の議会に転換し，現在に続く共和党，民主党の党派対立が激化しはじめた時期であった（河

音・藤木編�２016）。クリントン政権は一般に「ニューデモクラッツ（市場主義中道派）」とし

て市場重視の経済政策を行ったとされるが，競争力（産業）政策については，規制緩和による

起業促進や産・官・学ネットワーク化のさらなる推進を行い，労働力訓練政策や労働者への租

税控除にも積極的であった（原�２008）。

1990年代の連邦議会は，クリントン政権と民主党が積極的であった産官学ネットワーク化を

含む競争力（産業）政策全般について，党派対立の観点から冷淡であり，労働力再訓練政策の

予算についても多くを認めなかった（Hughes�２005）。そのため競争力政策の立法による展開は，

先述した1980年代の立法の手直しにあたる1995年国家技術移転促進法（1989年国家競争力技術

移転法の独占的利用に関する規制緩和）および２000年連邦技術移転促進商業化法（連邦政府研

究機関等からの技術移転やソフトウェアライセンスに関する規制緩和）に限定される。これら

は1990年代に保守化を進めた共和党保守派もぎりぎり容認する1980年代の立法の規制緩和法で

あることによる。

なおこの段階で山縣（２008）にて整理したとおり，財政政策や社会政策（医療保険）などの

党派対立が極め厳しくなる政策領域とは相違し，産業界の意向や議員の地域利害（地元への利

益誘導）等も影響し，競争力（産業）政策は比較的超党派合意が成立する余地があるという性

格がひとまず固まったと考えられる。

このように競争力（産業）政策の革新が停滞していたなかで，1990年代には，1980年代に成

立した産官学ネットワーク化が，冷戦終結による軍縮と財政赤字縮小による低金利実現という

新規創業に好適なマクロ経済環境への変化と相乗し，空前の好景気のなかで機能しはじめた。

具体的には，それ自体は自然発生的であったとされる「シリコンバレー」をモデルにしたハイ

テク産業地域が，1990年代に各地で成長，発展したということである（Porter,�M.,�and�Moni-

tor�Group�on�the�Frontier�２001,�２00２a,�２00２b,�２00２c，西澤他�２01２）。米国各地で著しく成長し
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たテクノロジー産業地域における地域エコシステムは，IT 産業と製薬産業で相違するなど，

産業ごとにその発展形態が多少異なるものの，いずれも産官学ネットワーク化が地域レベルで

かなり進んだことが寄与した（西澤他�２01２，Yamagata�２016，山縣�２018a，２018b）。

1990年代後半にはアメリカ経済の好調さと共和党主導議会のもとで競争力（産業）政策全般

がほぼ忘れられる状態となった（Hughes�２005）。しかし1980年代に進んだ立法と産官学ネッ

トワーク形成がテクノロジー産業地域の形成に大きく寄与し，マクロ経済環境の好転と相乗し

て新産業形成と成長が急ピッチで進んだのである。

（ 2 �）G.�W. ブッシュ政権期：安全保障政策重視のもとでの競争力政策（産業政策）の新展

開―「不在」からアメリカ競争法へ―

２000年代 G.�W. ブッシュ政権期（２001年～２008年）の競争力政策は，政権の対テロ戦争重視

と議会共和党の保守化のさらなる進展による「冷淡さ」にもかかわらず（河音・藤木�２008），

国際競争の変化に対応し質的に新しい段階に入ることとなった。

背景として図 2にあるとおり，1990年代にサービス業雇用が約２,500万人も増え，減少し続

けた製造業雇用の代わりにアメリカ雇用構成の主役となったこと，産業別付加価値額でもサー

ビス業と金融業が製造業を凌駕して急拡大するなど（US�DOC,BEA�annually�b），アメリカ経

済の金融化，サービス経済化が著しく進んだことがある。加えて図 3にあるとおり，２000年代

以降，中国，韓国 , インド等の研究開発費増加傾向が明確になるなど，インド太平洋諸国がア
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図 3　各国研究開発費の推移（単位：2022年購買力平価ドル（10億ドル））
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メリカの研究開発（イノベーション）活動の競争相手として台頭しはじめたこと，しかしなが

ら図 4にあるとおり，２000年代前半期には「.com バブル」崩壊と同時多発テロによる不況に

ともないアメリカの民間研究開発支出が２,000億ドル弱に低迷していたことによる。そのよう

な事情への対応として，高次（ハイテク）製造業を中心とする産業界から研究開発費の増額，

政府支援を求める強い要望が出るようになり，同時期にアメリカからアジア地域等へ製造業雇

用のみならずサービス業や一部の研究開発職の雇用が流出するという「オフショアリング」が

進み，それに対する国民不安が強まったためである（滝井�２007）。

これに対応した政策提言は２004年 IBM 会長による競争力評議会のパルミサーノ・レポート

提言（Council�on�Competitiveness�２004）から始まり，そこでは古典的なリニア研究開発モデ

ルにとどまらない複雑な「イノベーションの生態系」の構築を重視すること，これまで競争力

政策で重視されてきた高次製造業のみならず，サービスのイノベーション活動や投資を重視す

るというより包括的な戦略提言がなされた。その後は米国アカデミーの「強まる嵐を超えて」

を経て（National�Academy�２007），ついに２007年アメリカ競争法（America�COMPETES�

Act）というアポロ計画以来の大規模科学技術投資を目指す政策として具体化することとなっ

た（山縣�２008）。この政策は図 4からわかるとおり，２007年から２009年まで，1,051億ドルから

1,２58億ドルまでの連邦政府支出の研究開発費の増加傾向に実際に寄与している。

なお「イノベーションの生態系構築」という政策提言に見られるアメリカの競争力（産業）

政策の革新が行われた背景には，各地で形成されたテクノロジー都市・地域（イノベーショ

ン・ハブ）が1990年代に急成長したという実体的基盤がある（西澤他�２01２，山縣�２016）。ア

メリカ型のテクノロジー都市は自然発生型とされるシリコンバレーを何らかの形で参考にした

ところが多いが，地域レベルのイノベーションシステムをひな形として，産業クラスター政策
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図 4　アメリカの研究開発支出の内訳（資金拠出機関）（単位：2022年10億ドル）
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の提言などイノベーション政策に活用できる知見を抽出する試みがすでに行われていた（Por-

ter,�M.,�and�Monitor�Group�on�the�Frontier�２001,�２00２a，２00２b，２00２c，西澤他�２01２）。産官

学連携などの効果について，シリコンバレーを軸に詳細な知見が蓄積され，それを米国各地で

展開することにアメリカは成功していたと考えられるのである1 ）。

２007年アメリカ競争法成立に至る政治過程を分析すると，下記の通りである。G.�W. ブッシ

ュ政権は対テロ戦争遂行，安全保障政策およびブッシュ減税に注力していた。加えて表 1にあ

るとおり，２000年代前半期の連邦議会は，基本的には1990年代に引き続き共和党保守派が主導

する議会となっていた。このような政治的状況下でG.�W. ブッシュ政権は競争力政策に積極的

ではなかったが，1980年代に下院で競争力（産業）政策の形成に関わった議員が上院議員とな

り残っており，10年間で約500億ドルの政府研究開発投資の増額だけでなく，STEM 教育強化

や研究開発投資を促す租税控除措置など共和党の主張にも配慮した法案に修正したうえで，上

院が主導（上院議員は全会一致）して２007年アメリカ競争法が成立した。しかしながら下院は

やや党派的（下院は賛成３67対反対57）になっており（Clerk�of�the�House�of�Representatives�

２007）２ ），1980年代より超党派合意が弱まった面がある。

このように連邦議会における共和党，民主党の党派対立がより深刻化する過程であったもの

の，産業界，学会からの政策提言を経て，かつて競争力（産業）政策立案に関わった超党派上

院議員が主導することにより新世代の競争力（産業）政策を実現することができたのである。

G.�W. ブッシュ政権期の分析の最後に，研究開発費の動向を検討していこう。図 4にあると

おり，この時期，民間支出の研究開発費は２001年の1,884億ドルから２008年の２,580億ドルへと，

連邦政府支出の研究開発費も２001年の7３8億ドルから２008年の1,176億ドルへと，ともに増加し

たが，民間研究開発費は対 GDP 比で見ると1.7％程度で頭打ちとなった（NCESE�annually）。

このような民間産業サイドの苦境が，産業界からの競争力（産業）政策の強い要求につながっ

たと考えられる。アメリカ競争法政府支出の研究開発費は対GDP比で増加したが，競争力（産

業）政策だけの寄与ではなく，図 5にあるとおり，明らかに２001年から２007年にかけての国防

関係の研究開発費の増加も大きく寄与した。このようにG.�W. ブッシュ政権期は，第二期の終

1）�筆者の聞き取りでは，たとえばワシントン州シアトルのソフトウェア産業エコシステムを形成
するにあたり，シアトルのワシントン・ソフトウェア・アライアンスはシリコンバレーやコロラドス
プリング等の先進地域の聞き取り調査を綿密に行い，地域ビジネス組織，ベンチャーキャピタル，エ
ンジェル，起業家支援制度等の必要性を把握し，ワシントン州シアトルなりのソフトウェア産業エコ
システムを形成していった（筆者聞き取り�２00３）。本文で触れた競争力評議会のクラスターイニシア
ティブ報告書は，シアトル以外であるが，アメリカの成功地域のイノベーション・エコシステムを調
査し，モデル化してナショナルな政策として提言した政策提言に相当する。

2）�反対の内訳は民主党 1，共和党56となっており，過去より共和党下院議員の反対がより増加し
ている。共和党が競争力（産業）政策に次第に反対になっているということを本稿では競争力（産業）
政策における「党派対立の激化」と表現している。
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わり近くに２007年アメリカ競争法という科学技術投資増額政策を実現したものの，その効果は

２008年以降に現れており，同政権の期間中は，基本的には 9 .11同時多発テロと対テロ戦争を

受けた安全保障政策偏重の競争力（産業）政策，科学技術政策が下支えする構造となっていた

のである。

（ 3 �）オバマ政権期―リベラル理念重視の競争力（産業）政策の挫折と大統領令による巻

き返し―

引き続きオバマ政権期（２009年～２016年）の動向について見ていこう。オバマ政権の経済政

策は世界金融危機と大景気後退への対応から始動した。その後はミドルクラスおよびメインス

トリート（製造業などの非金融の産業活動および普通の人々）を重視し，高次製造業を中心と

する競争力（産業）政策および製造業再生を目指すことを意図していた（山縣�２016）。同時に

次第に影響力を増してきた民主党リベラル派の理念を重視した環境政策，教育政策，医療保険

政策を遂行しようとしたことも特徴である（河音・藤木�２016）。

オバマ政権と議会民主党の政策は当時史上空前と言われた8,３80億ドルに上る２009年アメリ

カ復興・再投資法から始まり（American�Recovery�and�Reinvestment�Act�of�２009，AR-

RA２009），大景気後退からの経済回復，クリーンエネルギー研究開発や環境関連の雇用創出な

どのいわゆるグリーンニューディール政策を実行しようとした（砂田�２009）。続いて２009年気

候変動法（the�American�Clean�Energy�and�Security�Act�of�２009，通称ワックスマン・マー

キー法案）で環境投資や温暖化ガス排出抑制と財源確保を両立させて1,500億ドル程度の大規
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図 5　政府機関別の研究開発・研究所支出（2001～2020年）（単位：2022年100万ドル）
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模環境投資を一気に進めようとした（久保編�２010）。

それではこれらの政策の実現度と議会審議をめぐる政治過程を分析していこう。まず環境，

医療，教育投資という民主党リベラル派理念のミッションの実現と大景気後退からの経済回復

を狙う２009年アメリカ復興・再投資法は，完全な党派対立で議会通過し環境政策の研究開発投

資を500億ドル分実現した（山縣�２016）。表 1にあるとおり第111議会で上院，下院で民主党が

多数派であるという議会の勢力分布がこれを可能にした。これに対して２009年気候変動法案は

さらに1,500億ドルの環境投資を目指したが下院を通過したものの上院で十分議論されず廃案

となった。これは当時オバマケア（医療保険改革）を巡って共和党と民主党の関係が極度に悪

化したうえに，民主党がオバマケア成立に政治資源を投入したこと，連邦議会下院における審

議過程で産業界や産炭州のロビー活動により，排出権の85％が無償供与されるなど理念が希薄

化したため，環境政策積極派の民主党上院議員が難色を示したことによる（久保編�２010，

Congress�Gov�２009）。

競争力（産業）政策関係では，２010年アメリカ競争法（America�COMPETES�Reauthoriza-

tion�Act�of�２010）を２007年アメリカ競争法の後継法（再授権法）として成立させたが，議会

での賛否は上院全会一致で賛成，下院は賛成２２8対反対1３0と２007年法よりもさらに党派対立的

になった（Clerk�of� the�House�of�Representatives�２010）３ ）。このようにオバマ政権第Ⅰ期の

前半期（２009～２010年）は大景気後退からの経済回復とリベラル派理念をベースにした大規模

経済政策を推進しようとしたが，党派対立の激化と議会審議の難航で２009年アメリカ復興・再

投資法のみの部分的な実現に止まったといえる。

オバマ政権第Ⅰ期の後期（２011年～２01２年）以降は，表 1にあるとおり第11２議会から114議

会までの連邦議会下院が共和党多数になり，共和党がオバマ政権とのさらなる対決姿勢を取っ

たため，新規立法による政策推進がほぼ不可能になった。そのために以後，オバマ政権は大統

領令での政策実現へ傾斜していった。具体的には大統領令により，製造業再生（リショアリン

グ）政策，国家輸出計画（NEI，中小企業のアメリカからの輸出促進），セレクト USA プログ

ラム（海外企業の製造拠点の対アメリカ誘致のための広報），アメリカ競争法の枠内で高次製

造業を重視したイノベーション・ハブ政策（全国製造業イノベーションネットワーク

（NNMN），10年で1,000億ドル予算）を展開し，製造業雇用100万人雇用創出計画の達成を図っ

た（山縣�２016）。高次製造業（Advanced�Manufacturing）を重視したイノベーション・ハブ

政策は，1980年代に形成された競争力（産業）政策を制度的ベースとして，1990年代のテクノ

ロジー産業地域の形成とそれを反映させたイノベーション生態系構築という２000年代の競争力

（産業）政策の革新をある程度踏まえ，さらに高次製造業を軸とするイノベーション・ハブ政

策として展開しようとしたと理解できるだろう。

3）�民主党賛成２1２，共和党は賛成1２，反対1３0で共和党はほぼ反対となり，より党派対立が深まった。
両党ともに「投票せず」もある。
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なお同時期に複数の州政府が労働権導入や賃下げ容認などの製造拠点誘致政策を行ったこと

もあり，中西部，南部を中心に製造工場が再立地したり増設されたりするなど，オバマ政権期，

特に２010年以降の生産拠点のリショアリングに関しては，製造拠点の新設や増設については一

定の成果が見られた（Yamagata�２017）。しかし高次製造業イノベーション・ハブ政策は，議

会共和党の反対により当初 ２ 拠点しか実施できず，のちに 7 年間で予算規模600億ドルに圧縮

し，国防生産目的に資するなど共和党にも配慮したうえで，２014年アメリカ製造業再生・イノ

ベーション法案としてようやく提案するなど4 ），競争力（産業）政策の領域においても，党

派対立の激化により超党派合意の余地がより狭まったことが示された。政権が経済回復および

中間層再建政策の目玉として掲げた製造業雇用100万人増は，オバマ大統領退任（２017年初頭）

までに約70万人に止まり完全達成はできなかった（山縣�２016）。

このようにオバマ政権の競争力（産業）政策は，リベラル派理念に基づく環境政策のみなら

ず製造業再生（中間層再生）を目指したのであるが，環境政策（２009年気候変動法案）は党派

対立で挫折し本格的に展開できず，製造業再建策は政権目標値および世論期待値には達しなか

った面があると考えられる。このようにオバマ政権の競争力（産業）政策は２009年アメリカ復

興・再投資法を実現し，その後は大統領令による執行で巻き返したが，全体としてはやや挫折

した面があるといえる。

それではオバマ政権期の研究開発費の動向はどうなっているのだろうか。まずは政府支出の

研究開発費であるが，前掲図 4にあるとおり，２009年から２011年に政府研究開発支出がそれぞ

れ1,２58億ドル，1,２70億ドルに増加したものの，それ以降は基本的に横ばいであり，２01３年か

ら２016年にかけてはそれぞれ1,２01億ドル，1,169ドルと減少トレンドになり低迷した。これは

前掲図 5から明瞭に読み取れるが，同期間に政権方針により国防費と国防総省関係の研究開発

費も抑制されたうえに，上述したとおり競争力（産業）政策が構想通り大規模に実施できなか

ったことによると考えられる。

このようにオバマ政権では政府研究開発投資は十分に増額出来なかったのであるが，図 3か

らわかるとおり，同時期の民間支出研究開発費は２010年の２,481億ドルから２016年の３,600億ド

ルへと，同時期に1,２66億ドルから1,169億ドルに低迷した政府研究開発投資を遙かに上回る水

準で増加している。対 GDP 比で見ても２015年には1.8％と２008年の1.7％を超え最高水準を更新

した（NCSES�annually）。オバマ政権期のアメリカの研究開発（イノベーション）投資の特徴

は民間主導ということであり，購買力平価基準・国際比較ではたしかに図 4にあるとおり２010

年代に中国の猛追をうけているものの，依然として十分な水準で伸びているといえる。これは

政府支出研究開発費に依存せず，GAFAM を筆頭とするアメリカの民間企業が巨額の研究開

発投資を積極的に行い，競争力を高めるなど広く知られている事実通りである（畑田�２0２２）。

4）�最終的に予算措置は他の立法で実現されている。
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オバマ政権期はさらに激化した党派対立の影響で環境政策が当初構想通り十分に実施できず，

競争力（産業）政策も大統領権限範囲内の大統領令で実施できる領域にほぼ限定され展開され

たというのが実態であり，大規模経済政策としてはやや挫折した面があったといえる。しかし

その背後で大景気後退から立ち直ったアメリカ民間産業が積極的に研究開発投資を行って着々

と産業競争力を強化していたという面も看過できない。

Ⅲ�　トランプ政権期・バイデン政権期の競争力（産業）政策―カオスの中の対
中競争と超大規模化したアメリカの競争力（産業）政策―

（ 1）トランプ政権期の競争力（産業）政策の構図

以下ではⅡで概観したオバマ政権にいたる競争力（産業）政策の展開と対比しつつ，トラン

プ政権およびバイデン政権の競争力（産業）政策の展開を検討していこう。Ⅱでは政策の内容

とともに党派対立の構図についても検討していく。なお，本稿でトランプ政権期，バイデン政

権期を区別して主たる研究対象としたのは，Ⅱまでの「政治的分極化」が共和党（保守派）と

民主党（リベラル派）という構図とその激化であったのに対して，白人製造業労働者が支持基

盤の一つとなりトランプ大統領が誕生したこと象徴されるとおり，Ⅲの対象としている期間で

は，共和党，民主党の支持基盤におけるポピュリスト層と考えられる勢力の台頭という変化が

あり，より複雑な政治構図となっていると考えるからである（河崎・河音・藤木編（２0２1））5 ）。

5 ）�本稿のフレームワークは，トランプ現象につながるアメリカの政治的混乱や分極化を整理研究
した Pakker�（２0２1）が，２010年代以降の共和党支持基盤がエリート層に近い「フリーアメリカ（か
つての共和党主流派，減税，自由主義重視，リバタリアンに近い）」，新興ポピュリスト層と考えら
れる「リアルアメリカ（民衆の救済を求める経済ナショナリストで自由貿易反対）」にさらに分かれ
つつあり，民主党の支持基盤がエリート層に近い「スマートアメリカ（高学歴で専門職の人が多く，
コスモポリタン的）」，新興ポピュリスト層に近い「ジャストアメリカ（アイデンティティ政治，多
様性，多文化主義，若者層利害や社会正義重視）」に分類したのに類似する。
上記の通り共和党，民主党の支持基盤がさらに「分化」すると，これまで多くの研究が想定してき

た，単純な「共和党保守派対民主党リベラル派の対立」や「対立傾向の深まり」とは相違する事態が
起きうると考えられる。
そのうえで共和党，民主党の連邦議会レベルの議員の動向は，たしかに両党の支持基盤の分化の影

響を受けるものの，連邦議会の議員であるためそれとは相対的に独立している面がある。共和党はか
つての主流派や穏健派（中道的政策を受容）と保守傾向を強める議員集団（フリーダム・コーカスな
ど）に分化しつつあり，民主党はかつての主流派や穏健派（中東的政策を受容）と進歩派的性格を強
めるコングレッシブ・プログレッシブ・コーカスに分化しつつあると考えられる。
フリーダム・コーカスは単純にトランプ政権の政策を支持するのではなく，減税徹底を求めてトラ

ンプ政権の一部政策に強硬に反対したり，共和党主流派や穏健派が共和党主流派に近い「フリーアメ
リカ」的政策のみを選好するのではなく，自らの中道派に近い立ち位置を生かして，新興ポピュリス
ト層と考えられる「リアルアメリカ（民衆の救済を求める経済ナショナリストで保護主義）」の意向
に配慮して，インフラ投資・雇用法やCHIPS および科学法など政府権限の拡大や対中戦略競争政策
に通じる民主党提案の競争力（産業）政策への超党派合意に参加したり，コングレッシブ・プログレッ
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表 2　トランプ政権の競争力（産業）政策の内容と大統領府・議会の動向

議会・
多数派

法案名・
プログラム名

内　容 支持動向・大統領府・議会の動向

第115議会
　上院
　共和党
　下院
　共和党

２017年減税・
雇用法

法人税最高税率の３5％から２1％
への引き下げ，個人所得税の累
進段階簡素化と下限所得の引き
下げ（高所得層，中間層の実質
負担軽減），企業の海外留保利
益課税等の国際課税変更による
アメリカ環流促進�（法人税減税，
富裕層，中間層減税だけではな
く，財政赤字拡大を容認する性
格も有していた。

共和党賛成　民主党は反対。大統領府
推進　連邦議会共和党上院（賛成51対
反対48），下院（賛成２２4対反対２01）
ともに共和党賛成多数で可決。ほぼ党
派対立　大統領署名で発効（ただし国
際課税強化については淵源が議会にお
ける過去の超党派税制構想にあり，よ
り超党派合意の余地があったとする見
解がある）。

徒弟訓練制度

19３7年全国徒弟法以来続き，
２014年労働者革新および機会に
関する法で予算や実施体制が拡
充された「徒弟訓練プログラム
（企業での実地研修とカレッジ
等での職業訓練教育を組み合わ
せて実施）」を重視し，重点政
策として実施すると宣伝。

主としてコア指示基盤であるとされる
共和党支持基盤のポピュリスト層（リ
アルアメリカ，経済ナショナリズムを
重視する白人製造業労働者層など）の
支持をえるために，大統領令で実施　
共和党エリート層（小さな政府や自由
競争など共和党の伝統的政策を選好）
はあまり関心がない　民主党は基本的
には評価する立場。

通商協定見直し
（中国を除く）

北米自由貿易協定，日米貿易協
定，米韓貿易協定，その他を製
造業関税の引き上げ，アメリカ
での現地生産化の促進，アメリ
カが交渉離脱した TPP と同等
の農産物，サービス貿易協定に
改定するために制裁関税をかけ，
交渉。それぞれ USAMCA，新
日米貿易協定，新米韓貿易協定
等として締結。

コア支持基盤であるとされる共和党ポ
ピュリスト層（リアルアメリカ，経済
ナショナリズムを重視する白人製造業
労働者層など）の支持をえるために，
大統領権限の通商交渉権で実施。共和
党エリート層，民主党エリート層は反
対が多く，民主党ポピュリスト層（人
権や環境問題を重視，アメリカの労働
者保護を重視）の一部はやや支持。共
和党ポピュリスト層の存在を反映して，
共和党支持者のほうが民主党よりは支
持する傾向。

第116議会
　上院
　共和党
　下院
　民主党

対中制裁関税と
米中貿易合意

巨額貿易赤字削減のため，農業，
サービス，製造品の対中輸出の
拡大，製造業品輸入の抑制を目
指し，制裁関税第一弾から第四
弾をへて対中輸出拡大を含む米
中貿易合意を締結。

通商協定見直し（中国を除く）よりも
やや強い支持で，最近になるにつれよ
り支持は強固に。コア支持基盤である
とされる共和党ポピュリスト層の支持
をえるために，大統領権限の通商交渉
権で実施　共和党エリート層，民主党
エリート層も強く反対せず，民主党ポ
ピュリスト層の一部は人権やアメリカ
の労働者保護を重視するため支持。

（出所）�Congress�gov�（２017）,�CQ�Press�（weekly），�CQ�Press�（monthly），�CQ�Press�（annually），�The�Hill（daily），�Polit-
ico（daily），�その他各種報道，筆者聞き取り（２019）より筆者作成。
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表 2にまとめたとおり，トランプ政権では競争力（産業）政策に関わる政策として，２017年

減税および雇用法（いわゆるトランプ減税），徒弟訓練プログラム，その妥当性は別として，

貿易赤字削減と一部の製造業労働者の保護，域内製造拠点誘導を目的とした通商協定見直し

（貿易戦争）が重要政策として展開された。

（ａ）2017年減税および雇用法（The Tax Cuts and Jobs Act of 2017）

まずは２017年減税および雇用法（The�Tax�Cuts�and�Jobs�Act�of�２017，いわゆるトランプ

減税）について検討していこう。同法は財政政策であるので詳細な分析は本稿では行わないが，

競争力（産業）政策に関係する要素としては，法人税減税および国内投資促進政策（連邦法人

税の３5％から２1％への引き下げや海外留保利益の国内還流促進）があり，企業優遇措置という

にとどまらず，減税分を企業が研究開発投資や人的資本投資に充当することを期待するという

競争力（産業）政策的な側面があった。この政策では，トランプ政権はサプライサイド経済学

の立場からの共和党の伝統的な政策を展開したといえる（Moore�and�Laffer�２018）。競争力（産

業）政策として評価するならば，かつてのレーガン減税とほぼ同質といえるが，企業の海外留

保利益の国内環流促進政策は，アメリカのグローバル企業に改めて国内投資を促すものであり，

新規性が強い（河音�２0２0）。

表 2にあるとおり，２017年減税および雇用法は上院賛成51対反対48，下院は賛成２２4対反対

２01と，ともに共和党賛成多数で通過した。賛成数からわかるとおり，トランプ政権は例外的

に議会共和党とほぼ同一歩調をとった6 ）。これは同法が共和党エリート層にとっては減税実

シブ・コーカスもラディカルな進歩派政策の追求のみならず，バイデン政権や民主党指導部の意向に
そって共和党の一部との超党派合意に協力したりするという，複雑な政治構図となっていると考えら
れるわけである。
本稿ではCongress.gov の投票記録をベースに，GovTrack.us やその他米議員投票行動追跡サイト，

表 ２，表 ３の元データの報道資料等（CQ,�The�Hill,�NYT,�Politico,�Washington�Post,�その他報道資料
等）の情報をもとに第115議会～117議会の共和党，民主党の上院，下院議員の投票行動を分析し，上
記の枠組みを踏まえて，超党派合意の余地がわずかに拡大しているものとして，トランプ政権および
バイデン政権の競争力（産業）政策の構図を分析した。
なお Pakker（２0２1）の「四つのアメリカ」を踏まえて個々の議員レベルの行動の詳細な分析とそ

れをふまえた経済政策をめぐる「超党派合意と党派対立の新展開」に関する考察は，別稿にて行う予
定である。
現実のアメリカ政党の支持基盤の構図はこのような単純化した「四勢力図」ではなく，むしろ中道

派や中間派が多数派であることは間違いない。しかし両党の支持基盤に関してあえてこのような単純
化した図式を導入することには，トランプ政権，バイデン政権期の新たな展開を明瞭にするというと
いう意味がある。
本稿はこのような政治的分極化の「進化」に関わる「試論」としての位置づけである。

6）�下院共和党賛成２17，反対1３，民主党賛成 0，反対19２，このほかに投票せず，がある。共和党
反対は当初から減税の不徹底に反対のフリーダムコーカスがいたためであるが，基本的に共和党支
持，民主党不支持という党派的な投票結果となっている（注 5と同じ筆者作成データベースの分析結
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現で，ポピュリスト層にとっては減税および財政赤字拡大を可能にした点で，共和党の支持者

が概ね支持する内容であったためだと考えられる（河音�２0２0）。しかし議員レベルの投票行動

では，トランプ大統領と関係が険悪であった共和党エリート層のごく一部（上院議員）と減税

不徹底を批判する共和党の保守強硬派の一部は反対し，共和党が全員一致して支持したわけで

はなかった。

（ｂ）徒弟訓練プログラム

さらにトランプ政権は，労働力訓練政策が伝統的に民主党の政策であり共和党の重視する政

策ではないにも関わらず，労働力訓練政策の一部も重視した。既存の労働力訓練プログラムの

なかで比較的効果が高いとされる企業での実地研修とカレッジ等での学習を組み合わせる「徒

弟訓練プログラム」重視を宣伝したのである（Kullgren�and�Levine�２017，The�Whitehouse�

２019）。この政策は伝統的には民主党の重視する労働力訓練政策であったことから民主党支持

者の大半が，そして主としてポピュリスト層と考えられる共和党支持者の一部も支持し，かな

り広い超党派世論で支持された（Palmer�２018）。しかしながらトランプ政権は歴代民主党政権

の推進した製造業拡張パートナーシップ（MEP）プログラムなどの競争力（産業）や労働力

訓練政策の予算を ２割程度大幅に一律カットするなど，製造業に関わる競争力（産業）政策全

般には消極的であり（Duke�２017），同政権の徒弟訓練プログラム重視は実態としては選挙向け，

テレビ向けパフォーマンスの要素が強かったとする見解がある（筆者聞き取り�２019）。

（ｃ）通商協定見直し（貿易戦争）

さらに厳密には競争力（産業）政策ではないが，結果的に一部の国内製造業の一時的保護に

つながる通商政策についても検討していこう。トランプ政権は製造業品の関税引き上げやアメ

リカ国内生産を促す通商協定見直しを積極的に進めた。２017年早々に TPP 交渉を離脱し，安

全保障を名目にした鉄鋼，アルミ関税の引き上げを開始，表 2にあるとおり，日米新通商協定，

米韓通商協定，USMCA（NAFTA 協定改定）締結を次々に行った。これはアメリカの同盟国

との関係や安全保障網を動揺させるものであったが，トランプ政権は一部の白人製造業労働者

など共和党支持基盤のうち新興ポピュリスト層向けの政策実現を優先させたと考えられる

（NYT�２018）。続いて２018年からは「対中貿易戦争」に突入した。米中貿易戦争は対中制裁第

4段を経て，アメリカの対中輸入の縮小と対中輸出の拡大を可能とする米中貿易合意に至った

（井上�２0２２，藤木�２0２２）。

なお通商協定見直しについてであるが，トランプ政権以前には通商協定見直しの世論が高ま

果）。なおこの法の淵源は２014年の議会超党派研究（課税及び国際課税の合理化）にあるとする研究
があり（河音�２0２0），国際課税の合理化部分は少なくとも議員レベルではより超党派的に支持された
可能性があるとする考えがある。
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っていたものの，トランプ政権期間中に自由貿易支持の傾向が強まっていった。内訳を見ると

共和党支持者がより自由貿易に批判的であり，民主党支持者がより肯定的な傾向があった

（Jones�２018）。通商協定見直しは，製鉄業，製アルミ業などの一部の米製造業の短期的保護に

貢献したと考えられるが，貿易活動および雇用全体への副作用もあり，全体としてはアメリカ

経済にはマイナスであったとする評価もある（Pettis�２0２1）。対中姿勢については多少異なっ

ており，アメリカ世論全体は最近になるにつれて中国に対してより強硬姿勢に転じており，共

和党支持者のほうがより強硬であった（Devlin,�Silver�and�Huang�２0２0）。米中貿易合意では，

２0２1年以降アメリカからの対中製造業品輸出の増加が合意されていたが，目標が達成されてい

ないことから，アメリカ製造業全体の底上げとしての効果は限定的であったとする評価もある

（井上�２0２２）。このように通商協定見直しは全体としての経済合理性があったとは判断できず，

世論の過半数が強く支持していたわけではないが，対中強硬姿勢は，少なくとも一部の白人製

造業労働者層など共和党支持基盤のうちポピュリスト層と考えられる一部から強く支持される

政策であり，結果的に連邦議会でもある程度の超党派で支持される政策であったと考えられる

（Lighthizer�２0２0）7 ）。

上記（ａ）～（ｃ）で考察したトランプ政権期の政策をめぐる政治過程の特徴としては基本

的に政権基盤が不安定であったことである。前掲表 1にあるとおり，第115議会は大統領府，

連邦議会上下院ともに共和党が押さえていたが，第116議会は連邦議会下院を民主党が押さえ

るねじれ状態となった。第115議会においてもトランプ大統領と議会共和党の関係は良好とは

言えず（Woodward�２018），立法措置がとれたのは２017年減税・雇用法のみであった。労働力

訓練政策（徒弟訓練プログラム）および通商協定見直しは大統領権限での実施であった。

そのうえでトランプ政権の競争力（産業）政策が，ほぼ２017年雇用・減税法，徒弟訓練プロ

グラム，通商政策に限定されつつもなんとか実現されたのは，両党支持基盤が共和党保守派，

民主党リベラル派へ分極化していたのが，トランプ政権期にさらにエリート層とポピュリスト

層へ分化しつつあるからではないか。ここまでに検討したとおり，徒弟訓練プログラムは共和

党エリート層には支持されにくいが，白人製造業労働者という共和党の新たなポピュリスト層

にはある程度アピールする政策であり，民主党支持層にも支持されると考えられる。通商協定

見直し（貿易戦争），特に対中貿易戦争は労働者層の一部などポピュリスト層の一部にアピー

ルする政策である。このためある程度の支持を得たと考えると整合的に理解できる。

（ｄ）実は活発だった研究開発活動

ではトランプ政権期末期（２017年～２0２0年）にアメリカの研究開発費はどのように推移した

7）�本文では主として両党支持基盤の動向について，世論動向を手がかりにして分析した。ライト
ハイザーは製造業労働者を中核とする労働者層の支持や結果として超党派での議員の支持がややある
ことを示唆している。
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のであろうか。図 4にあるとおり，トランプ政権期も２017年の３,861億ドルから２019年（確報

の得られる最新年度）の4,6３7億ドルへ民間研究開発費が順調に増加し，対 GDP 比で見ても1.9

％から２.２％へ最高水準を更新し上昇を続けていることが確認できる（NCSES�annually）。これ

は２017年減税・雇用法に下支えされたこともあり民間主導でイノベーション投資（研究開発投

資）が順調に推進された結果であると考えられる。政府研究開発費は図 4にあるとおり1２1.6

億ドルから1３8.9億ドルへと減少から増加に転じている。統計の項目変更があり数値が大きく

変動している点に留意が必要であるが，図 5にあるとおり，国防関係と生命科学関係を中心に，

減少から増加に転じたためである。国防関係研究開発費はオバマ政権下ではかなり抑制されて

いたが，トランプ政権の２017年からは，同政権の国家安全保障重視の姿勢から明確に増加に転

じたと考えられる。生命科学は２0２0年にはコロナ対策で大幅に増額されたことがわかる。この

ようにトランプ政権では，意外にも国防重視およびコロナ対策のために，政府研究開発費はか

なり拡充されたことが確認できるのである。

政策展開が混沌としていたとされるトランプ政権期であるが，実は産業界は研究開発活動を

拡大しており，さらに政府研究開発費も増加に転じるという「イノベーション活動強化期」で

あったことが確認できる。

（ 2）バイデン政権期の競争力（産業）政策の構図

続いてバイデン政権の競争力（産業）政策の展開について検討していこう。バイデン政権は

ルーズベルト大統領以来の投資を行うという選挙公約として「よりよき再建計画」と銘打った

アメリカ救済計画構想（コロナからの経済的回復のための大規模家計支援，失業者支援，地方

政府支援等），アメリカ雇用計画構想，アメリカ家族計画構想を掲げ実現しようとした。当初

予定規模で総額約 6兆ドルを超える史上空前規模の政策実現を目指したのである（The�White-

house�２0２1a）。

このうち競争力（産業）政策に関係する政策としては，表 3にあるアメリカ雇用計画，２0２1

年アメリカイノベーション・競争法案，２0２２年アメリカ競争法案，CHIPS および科学法，

２0２２年インフレ抑制法がある。アメリカ家族計画構想は家計支援，医療，教育投資政策および

大企業課税強化等に重点があるので財政政策あるいは社会政策としての性格が強く，本稿の主

たる分析対象ではないが，後述の通り競争力（産業）政策的要素が組み込まれた２0２２年インフ

レ抑制法の形式的出発点という意味があるので，簡単に検討対象とした。

（ａ ）アメリカ雇用計画構想とインフラ投資・雇用法（Infrastructure Investment and 

Jobs Act，IIJA）

アメリカ雇用計画構想とインフラ投資・雇用法（Infrastructure�Investment�and�Jobs�Act，

IIJA）は，一般に「インフラ法案」と呼ばれていたもので，表 3にまとめた通りアメリカで長
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表 3　バイデン政権の競争力（産業）政策の内容と大統領府・議会の動向

議会・
多数派

法案名・
プログラム名

内　容 支持基盤・大統領府・議会投票結果

第117議会
　上院
　共和党，
　民主党
　拮抗
　下院
　民主党

２0２1年アメリカ
救済法

バイデン政権，民主党の政権公
約　1.9兆ドル
中間層以下の家計，労働者，失
業者，地方政府支援等

民主党賛成，共和党全員反対，連邦最
低賃金引き上げは中道派マンチン議員
の反対で削除。上院賛成が60に達しな
い見込みであったことからリコンシレ
ーション制度活用，上院賛成50対反対
49，下院賛成２２0対反対２11でほぼ完全
な党派対立で成立。

アメリカ雇用計
画構想⇒

インフラ投資・
雇用法（IIJA）

バイデン政権，民主党の政権公
約　２.6兆ドル
うち，物的インフラ（高速道路，
橋梁，水道，ブロードバンド，
電気自動車（EV）向けインフ
ラ投資等の物的インフラ投資）
に8,870億ドル，クリーンエネ
ルギー導入を含む環境政策向け
租税控除，製造業サプライチェ
ーン，中小企業支援，その他研
究開発やイノベーション投資に
9,900億ドル，病院，学校建設，
長期医療補助など人的資本投資
に7,500億ドル。クリーンエネ
ルギー導入を含む環境政策向け
租税控除を含まない整理の仕方
もあり，その場合２.1兆ドル。

民主党が上院で50議席しか有しておら
ず，議事妨害を回避し安定的成立のた
めに必要な60票をとるために，民主党
中道派マンチン議員および上院共和党
の一部の賛成が不可欠であった。当初
構想から EV 関係，クリーンエネルギ
ーを含む租税控除など環境政策や製造
業支援，研究開発，イノベーション支
援政策を削除し，物的インフラ投資に
対象をほぼ限定したうえで，予算規模
を1.２兆ドルに縮小し上院で超党派合
意をやや拡大。民主党および共和党指
導部や中道派に近い一部議員が超党派
で合意。上院は賛成69対反対３0のやや
広い超党派合意で，下院は縮小提案に
ついても賛成２２8対反対２06とほぼ党派
対立状態で成立。

２0２1年アメリカ
イノベーション
・競争法案
（the�U.S.�

Innovation�and�
Competition�

Act）

無限のフロンティア法（S1２60）
に，イノベーション・競争力政
策に関わる複数法案を結合した
もの。全米科学財団（NSF）に
技術・イノベーション部門を設
置し，人工知能，ハイパフォー
マンス・コンピューティング，
先進製造業，半導体などの主要
技術重点分野の基礎研究，重要
技術における米国競争力強化，
これらの技術を企業に移転，商
業化することを重視。明らかに
対中戦略競争に主眼がある。
NSF に810億ドル，エネルギー
省に170億ドル他，研究開発，
技術投資に約1,900億ドル，中
国等との貿易に関する制限条項，
国内半導体生産振興5２0億ドル
を含むと予算規模総額約２,500

上院は議事妨害を回避するため60票以
上の賛成が求められていたこと，民主
党に加え共和党の一部を含めた超党派
合意が必要であったこと，そのため上
院共和党の競争力（産業）政策推進派
議員（穏健派）の合意取り付けが必要
であり，産業界の意向もある程度反映
したものになった。結果的にある程度
の超党派合意が成立し，通過（賛成
68VS 反対３２）。しかし下院は別法案
となる未来に向けた国立科学財団法
（the�National�Science�Foundation�for�
the�Future�Act）および未来に向けた
エネルギー省科学法（the�Department�
of� Energy� Science� for� the�Future�
Act）を議論しており，上院を通過し
たものの，下院案と相違があり，両院
協議に。
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第117議会
　上院
　共和党，
　民主党
　拮抗
　下院
　民主党

億ドル。下院案とは産業界に配
慮した対中貿易規制の免除等の
条項を含む相違がある。

２0２２年アメリカ
競争法案

（アメリカの製
造業，技術にお
ける卓越性，経
済力機会創出法

案）

下院案（国立科学財団法および
未来のためのエネルギー省科学
法案）をもとに下院科学委員会
で議論，本会議提出。先進製造
業の国内投資促進，人工知能，
ハイパフォーマンス・コンピュ
ーティング，半導体などの主要
技術重点分野の基礎研究，重要
技術への投資，半導体生産振興
5２0億ドルを含むと総額約３,500
億ドル規模。上院法案とはプラ
ットフォーマー規制と中国から
の少額輸入制度悪用規制，対中
競争を意識した非民主国への投
資規制，TAA（貿易調整支援
措置）の更新と拡充の盛り込み
が相違している。

上院案とは対中安全保障関係の投資規
制の有無で相違し，下院民主党が
TAA（貿易調整支援プログラム）の
更新拡充と GAFA 等プラットフォー
マー規制等を盛り込んだため，共和党
が反対。下院では賛成２２２対反対２10と
厳しい党派対立となり通過。上院の
２0２1年アメリカイノベーション・競争
法案と両院協議になったが，上院共和
党指導部がプラットフォーマー規制や
TAA など民主党よりの政策要素に強
く反発，共和党反対要素を削除したう
えで，CHIPS および科学法案として
審議。

CHIPS および
科学法

CHIPS および科学（CHIPS プ
ラス）法は総額２,800億ドル，
国防授権法予算を活用。約 5年
でエネルギー省，商務省，NSF，
NIST など連邦政府機関への研
究開発プログラム予算充当。産
業界向けCHIPS は総額5２0億ド
ル，商務省製造インセンティブ，
半導体の研究開発と先進製造プ
ロセス向け資金援助，労働力訓
練， 国 立 半 導 体 セ ン タ ー
（NSTC）設置と半導体エコシ
ステム構築，同盟国との半導体
サプライチェーン強化への支出，
国内半導体製造への２5％の租税
控除。２0２1年アメリカイノベー
ション・競争法案，２0２２年アメ
リカ競争法案のプログラムは骨
格を継承。

２0２1年アメリカイノベーション競争法
案，２0２２アメリカ競争法案のうち，半
導体投資や半導体サプライチェーン強
化を強調し予算規模で折り合って両院
協議で合意が成立したもの。プラット
フォーマー規制や貿易調整援助
（TAA）など民主党が重視する政策が
削除され，上院は賛成64対反対３３で超
党派で成立。基本的に全会一致で通過
させていたオバマ政権までよりは，共
和党上院議員の反対が増加。下院は賛
成２47対反対187で２010年アメリカ競争
力法よりも，共和党議員の賛成と超党
派合意が拡大して成立。対中戦略競争
政策の最重要要素であることから，下
院共和党の指導部および中道派に近い
一部議員も合意にまわり，超党派合意
がわずかに拡大。

アメリカ家族計
画構想⇒

ビルドバックベ
ター法案⇒

２0２２インフレ抑
制法

アメリカ雇用計画構想のうち，
インフラ投資・雇用法（IIJA）
に盛り込めなかった環境政策投
資の一部を，パリ協定公約達成
のためのエネルギー安全保障・
気候変動対策ブログラムに組み
込み，クリーンエネルギー投資

バイデン政権および議会民主党がイン
フラ投資・雇用法（IIJA）から削除さ
れた内容とアメリカ家族計画構想をビ
ルドバックベター法案として提案。上
院の中道派マンチン議員が予算規模縮
小とインフレ対策を求めたことからイ
ンフレ抑制法案として再編。インフレ
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年課題となっていた老朽したインフラである道路，橋梁，港湾，水道等のインフラ更新投資，

IT インフラに相当するブロードバンド投資等を8,880億ドル，人的資本投資に相当すると位置

づけられた病院・学校建設等の社会的インフラ整備，租税控除によるクリーンエネルギー投資

誘導，製造業支援，中小企業支援，その他研究開発・イノベーション投資まで含めると， 5～

10年間で２.6兆ドルを投資するという史上空前規模の超巨額投資構想である（The�Whitehouse�

２0２1b）。インフラ投資と研究開発投資にまたがる電機自動車（EV）振興策，製造業支援およ

び研究開発投資は狭義の競争力（産業）政策に相当し，インフラ投資も広く捉えれば競争力（産

業）政策としての性格を有するため，やや立ち入って検討していこう。

アメリカ雇用計画構想とインフラ投資・雇用法（IIJA）は表 3にまとめたとおり，当初構想

２.6兆ドルに上る超巨大政策が1.２兆ドルとほぼインフラ投資部分に縮小して成立した8 ）。表 1

にあるとおり第117議会は上院が共和党，民主党50で拮抗しており，予算拡大や環境政策に消

極的な民主党中道派マンチン上院議員の協力が不可欠であったこと，上院ではフィリバスター

を回避して法案を安定して成立させるために60票をとる，つまり共和党の一部議員の賛成が不

可欠であったという制度的および政治的事情があることが影響し，超党派合意可能なインフラ

投資部分に対象を限定せざるを得なかったからだと考えられる（NYT�２0２1a,�２0２1b）。環境政

策投資（電機自動車関連のインフラ建設や電機自動車導入促進のための租税控除），国内製造

業サプライチェーン強化，中小企業支援，その他研究開発やイノベーション支援政策といった

8）�租税控除をいれるかどうかなど，整理法によっては総額２.1兆ドル，２.３兆ドル規模とする研究も
ある。また同法のうち約6,000億ドルは既存予算によって充当されており，純増部分は半分程度であ
るとする整理もある。

第117議会
　上院
　共和党，
　民主党
　拮抗
　下院
　民主党

アメリカ家族計
画構想⇒

ビルドバックベ
ター法案⇒

２0２２インフレ抑
制法

促進のための租税控除３,690億
ドルとして盛り込んだ。再生可
能エネルギー，バッテリーその
他クリーンエネルギー開発やそ
のためのインフラ整備の7年間
租税控除等が中心。２0２1年アメ
リカ救済法のうちオバマケア延
長財源等として（640億ドル，
他の一部支出増もある），イン
フレ対策として7,３70億ドルの
歳入増（大企業15％実効税率担
保，薬価抑制など）を含む，計
画では約３,000億ドルの歳入増
提案の法案。

対策として大企業課税の強化，薬価抑
制を，環境政策要素としてアメリカ雇
用計画法から削除された再生可能エネ
ルギー，バッテリーその他クリーンエ
ネルギー開発やそのためのインフラ整
備の 7年間租税控除等の一部を取り込
み，これまで超党派合意により必ずし
もラディカルな進歩的政策が実現でき
なかった民主党の一部（環境政策や医
療政策，教育政策重視の進歩派）の政
策要求を実現する意味もあった。下院
は賛成２２0対反対２1３で可決，上院は50
対50で，副ハリス大統領賛成投票によ
り可決。ほぼ完全な党派対立となり，
民主党が押し切った。

（出所）Congress�gov�（２0２1a），�（２0２1b），�（２0２２a），�（２0２２b），�（２0２２c），�CQ�Press�（weekly），�CQ�Press�（monthly），�CQ�
Press�（annually），�The�Hill�（daily），�Politico�（daily），The�Whitehouse（２0２1a），（２0２1b），�その他新聞報道等より筆
者作成。
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狭義の競争力（産業）政策については（ｂ）で後述する競争法として議論すべきであるという

意見もあり，また医療補助（長期医療補助），病院・学校建設などの人的資本投資政策など，

共和党が合意できない「大きな政府」と見なされる政策はほぼ削除されることとなった（Con-

gress�Gov�２0２1a）。インフラ投資，環境に関わるイノベーション促進，人的資本投資を第二次

大戦の戦時経済以来の規模で行おうとした点はかなり新規性が高い政策といえる。

なお実際の投票行動を検討すると，表 3の賛成数からうかがえるように，超党派合意案につ

いても，上院では賛成69対反対３0と，共和党（上院共和党指導部に近い議員および中道的政策

を受容するため，民主党提案政策に賛成可能な議員）の一部は合意しているものの，保守強硬

派を中心として反対票が３0程度あり，さらに下院では賛成２２8対反対２06と共和党議員はほとん

ど賛成していないことが確認できる9 ）。このような制度的政治的制約もあり，ある程度の超

党派合意が行われたものの，修正後のインフラ投資政策についても共和党，民主党はかなり党

派対立的であり，環境政策投資，製造業および研究開発・イノベーション支援政策という狭義

の競争力（産業）政策についてはインフラ投資・雇用法に盛り込む合意はできなかったのであ

る。

（ｂ�）2021年アメリカイノベーション・競争法案（United�States�Innovation�and�Com-

petition�Act�of�2021）・2022年アメリカ競争法案（America�COMPETES�Act�of�

2022）・CHIPSおよび科学法

続いて狭義の競争力（産業）政策に相当する２0２1年アメリカイノベーション・競争法案

（United�States�Innovation�and�Competition�Act�of�２0２1），２0２２年アメリカ競争法案（America�

COMPETES�Act�of�２0２２），CHIPS および科学法についてみていこう。

出発点となる２0２1年アメリカイノベーション・競争法案はもともと狭義の競争力（産業）政

策の中核要素である科学技術投資推進の既存政策を推進することを目的とする無限のフロンテ

ィア法（S1２60）として審議されていたものに10），新たなイノベーション・競争力政策に関わ

9）�注 5 と同じデータベースの分析からは，上院では賛成は民主党議員および18人の共和党議員で
あり，基本的には共和党指導部（マコネル院内総務）と中道的政策を受容する議員と判断できる。反
対３0は全員共和党議員であり，保守強硬派が多い。下院では民主党賛成２15，反対 6，共和党賛成1３，
反対２00であり，ほぼ党派対立という採決結果となっている。下院共和党議員で賛成した議員は，基
本的には中道的政策を受容する，民主党提案に賛成しうる議員と判断できるが，共和党支持基盤のう
ち新興ポピュリスト層と考えられる製造業労働者層，特にラストベルトの支持者は長年更新されずに
劣化していたインフラに対する投資を肯定しており，このような意向を一部の共和党議員が考慮した
可能性がある。傍証として賛成した共和党議員にはラストベルト州者が多い。議員レベルの投票行動
には「地域性（産業構造や経済状態の相違）」が影響している可能性がある。この点は別稿にて分析
したい。

10）�無限のフロンティア法（Endless�Frontier�Act）自体は，これまで成立した科学技術投資に関わる
立法を予算面で担保するという意味があった。
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る複数法案を結合したものである。インフラ投資・雇用法（IIJA）に盛り込まれなかった狭義

の競争力（産業）政策の本格的な議論と立法という意味があった。

政策内容は表 3にまとめたとおり，全米科学財団（NSF）に技術・イノベーション部門を設

置し，人工知能，ハイパフォーマンス・コンピューティング，先進製造業などの主要技術重点

分野の基礎研究を強化しアメリカの優位性を維持・強化しようとするもので，これらの技術を

米国内の企業に移転し商業化することも明記していた。同法案は，上記重要技術における国際

競争力維持強化を目的としていることからわかるとおり対中戦略競争を強く意識していたもの

である。予算規模は全米科学財団 NSF に810億ドル，エネルギー省（DOE）研究開発プログ

ラムに170億ドルを，その他も含め研究開発やイノベーション投資全体に1,900億ドル，目玉と

された半導体研究開発，半導体生産基盤やサプライチェーン強化に5２0億ドル拠出するもので，

予算規模総額は２,500億ドルに上る大規模なものであった（Congress�Gov�２0２1b）。

この法案は上院で審議され，上院の議事妨害制度等を考慮し共和党穏健派の取り込みが必須

であること，また産業界に配慮し貿易条項に対中投資規制の免除規定を盛り込むなどの措置が

とられた。表 3にあるとおり，上院では賛成68対反対３２とオバマ政権期までのような全会一致

ではなかったもののやや広い超党派合意が得られ通過した。表にあるとおり同時に審議されて

いた下院の法案（国立科学財団法および未来のためのエネルギー省科学法案）と相違する条項

があった（Congress�Gov�２0２1b）。

続いて下院では２0２２年アメリカ競争法案が審議された。表 3にあるとおり，この法案は予算

規模３,500億ドル，２0２1年アメリカイノベーション・競争法案（USCIA）と同様の内容を含ん

でいたが，対中投資・貿易規制，プラットフォーマー規制や TAA（貿易調整支援措置）など

民主党全体が重視する政策が盛り込まれており（Congress�Gov�２0２２a），表にあるとおり賛成

２２２対反対２10と，ほぼ完全な民主党と共和党の党派対立となり民主党が押し通す形で下院を通

過した。

このように上下院では対中投資規制条項の有無や民主党の重視する政策を盛り込むかどうか

で相違があり，両院協議を前に上院共和党指導部は激しく反発した（Gavin�２0２２）。結果とし

てプラットフォーマー規制や TAA などの民主党の重視する政策党派対立要素が削除されたう

えで，超党派で強い合意が見込まれる対中戦略競争政策の中核部分，半導体産業政策が全面に

打ち出され，予算規模が約２,800億ドルと下院案よりやや縮小されて CHIPS および科学法とし

て超党派で合意された。CHIPS および科学法は，表 3にあるとおり，上院賛成64対反対３３，

下院賛成２4３対反対187と政権党である民主党の勢力を超えて共和党議員の支持も多少得ており，

やや超党派合意を広げて成立しているといえる11）。

11）�上院共和党のうち賛成は16であり，上院共和党指導部に近い，中道的政策を受容し民主党提案政策
にも賛成する議員や過去に下院議員，上院議員として競争力（産業）政策の超党派合意に関わった議
員が多い。反対は３２であり，保守的な議員は反対している。民主党はほぼ賛成である。下院は共和党
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このように内容が縮小された CHIPS および科学法は，それでも 5 年間で約２,800億ドルに上

る科学技術投資を行うかなり大規模な競争力（産業）政策であり，国防授権法の予算措置が活

用された。中核的な政策目的としては，対中戦略競争の基幹政策となるアメリカ半導体産業の

競争力強化，国立半導体技術センター（NSTC）設置と人材育成を含めた半導体産業エコシス

テム構築，連邦政府の半導体関連の研究開発投資促進，半導体の国内生産基盤再構築，同盟国

を含めたサプライチェーンの強化，中国に立地する半導体生産拠点のプロセス制限など中国半

導体産業の競争力政策抑制等である。5２0億ドルのアメリカ半導体企業への補助金と設備投資

額の２5％に上る租税控除，半導体生産設備新設・増設誘導，同盟国半導体企業のアメリカ誘致

インセンティブ，その他連邦政府省庁の半導体関連研究開発や関連政策投資が挙げられる

（Congress�Gov�２0２２b）。

なお国立半導体技術センター（NSTC）設置は，半導体技術の研究開発と生産のための人材

育成，エコシステム構築とその高度化を狙っており，1980年代のような単なる研究所設置とい

う「テクノポリス政策」ではなく，本稿Ⅱで考察した「イノベーションの生態系」構築やその

製造業版である高次製造業イノベーションハブ政策（AMP）という新世代イノベーション政

策の系譜にある。対中戦略競争を軸に半導体政策を中核として人工知能，ハイパフォーマン

ス・コンピューティング，先進製造業技術開発を重視した巨額投資は，対中戦略的競争を意識

した政策となっている。他には上述した２0２1年，２0２２年の競争法の要素も引き継いでおり，エ

ネルギー省や商務省，その他省庁を通じた各種研究開発投資も含む総額２,800億ドルの大規模

政策が実現した（Congress�Gov�２0２２b）。

Ⅱで検討したとおり２000年代までは上院で「全会一致」で成立していた競争力（産業）政策

は，たしかに共和党議員の多くが反対するようになったものの，上院における共和党・民主党

の勢力拮抗，フィリバスター回避という制度的制約を反映して，なんとか超党派合意が成立し

ており，下院も共和党議員の賛成は，オバマ政権期の２010年アメリカ競争法以降，党派対立が

非常に激化した状況と比較すると，わずかに増加した。これには「CHIPS および科学法」と

いうタイトルでまとめたことに現れているとおり，対中戦略競争意識の強まりが，まがりなり

にも超党派合意のわずかな拡大に寄与した結果と考えられる。

は賛成２4であり，中道的政策を受容し民主党提案政策にも賛成する議員や過去に下院議員として競争
力（産業）政策の超党派合意に関わった議員が多いが，第117議会を最後に半数程度が「引退」して
いる。反対は187であり，保守的な議員はほぼ反対している。下院民主党はぼほ全員賛成である。さ
らに CHIPS および科学法の場合，国立半導体技術センター（NSTC）が立地する可能性のある地域
の議員が賛成している事例が多く，地域への利益誘導や地域性（産業構造や経済状態の相違）も影響
している可能性がある（注 5と同じ筆者作成データベースの分析結果による）。
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（ｃ）2022年インフレ抑制法（Inflation Reduction Act of 2022）

最後に２0２２年インフレ抑制法（Inflation�Reduction�Act�of�２0２２）ついて検討していこう。同

法は元々幼児無償教育や低所得者大学進学支援などの人的資本投資として位置づけられ，労働

者・失業者支援とその財源としての法人税増税などを内容とするアメリカ家族計画構想の延長

上で議論されていたものが，バイデン政権および議会民主党内でビルドバックベター法案とし

て議論され，紆余曲折をへてアメリカ救済法の医療保険補助の期限延長，アメリカ雇用計画構

想の削除部分（環境政策投資と人的資本投資）が組み込まれ，ほぼ別内容の政策に集約された

ものである。ビルドバックベター法案は中道派民主党マンチン議員が環境政策投資と巨額予算

規模に反対したことから民主党シューマー上院院内総務と同議員の調整が続き，折からのイン

フレ昂進対策へ打ち出しを変えて民主党有利の第117議会会期中に２0２２年インフレ抑制法案と

して提出された（宮野�２0２２）。

同法は表 3にあるとおり，インフレ対策名目で盛り込んだ大企業課税強化も含むため差し引

き約３,000億ドルの増税を目指すものであるが，エネルギー安全保障と気候変動（環境投資促

進政策のための租税控除）に３,690億ドルが計上され，バイデン政権および民主党が重視する

パリ協定に対応するためにアメリカ雇用計画構想にあったクリーンエネルギー投資誘導のため

の租税控除など環境政策を取り込み改変し，医療保険補助延長，大企業課税強化などアメリカ

家族計画構想にあった増税策を盛り込んだものである（Congress�Gov�２0２２c）。環境投資の誘

導政策（租税控除）としては，３,690億ドルに上る 5 ～ 9 年間の電気自動車（EV）関係の租税

控除（中間層の購入補助，北米組み立ての EV に対する税額控除），クリーンエネルギー向け

インセンティブ（再生可能エネルギー，蓄電池，住宅の再生可能エネルギー対応の租税控除），

原子力，水素燃料，代替燃料等の租税優遇措置となっており，インフラ投資・雇用法に十分盛

り込めなかったクリーンエネルギー投資，電機自動車（EV）研究開発投資を盛り込み，民主

党の重視するパリ協定に対応し，民主党ポピュリスト層や議会民主党のコングレッショナル・

プログレッシブ・コーカスが重視していたにもかかわらずインフラ投資・雇用法の超党派合意

のために削除した人的資本投資を盛り込むなどある程度の新規性がある巨額の政策が実現した

といえる（CBO�２0２２）。

同法は上述通り基本的に政権党である民主党内で調整され成立した政策であり，表 3にある

とおり上院は賛成50対反対50（ハリス副大統領が賛成投票して通過），下院は賛成２２0対反対

２1３というほぼ完全な党派対立で成立した1２）。これは同法に環境政策投資や医療保険（オバマ

ケア延長財源）予算，薬価抑制措置が含まれ，大企業への実効税率15％担保など課税強化が盛

り込まれるなど，共和党が飲めない政策であったからだろう。

このように（ａ）から（ｃ）で検討したバイデン政権の競争力（産業）政策は，たしかに当

12）�上院は民主党賛成50，共和党反対50，下院は民主党賛成２２0，反対 1，棄権 1，共和党反対２1２と非
常に強い党派対立状況で通過した（注 5と同じ筆者作成データベース分析結果）。
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初構想から相当圧縮されたのであるが，インフラ整備を含めた「広義」で見ると1.57兆ドル，

研究開発投資や製造業支援という「狭義」に限定しても6,490億ドルが実現している。オバマ

政権が実現した２009年アメリカ復興再投資法の全体規模8,３80億ドル，研究開発投資部分の500

億ドル，２010年アメリカ競争法の２48億ドルを遙かに上回る（山縣�２016，�Congress�Gov�２011），

超巨額の競争力（産業）政策が実現したといえる。

なおバイデン政権期の民間，政府研究開発費の動向については，執筆時点で確定データが揃

っておらず，十分な分析ができない。対中戦略競争をにらみアメリカ全体として研究開発費を

増やす必要性は増しており，実際に増加していると推測されるが，実態は執筆時点では不明確

である。実態がどうなっているのかは別稿にて検討したい。

Ⅳ　結　論

最後にⅡおよびⅢで考察した競争力（産業）政策の展開について要約し，それが何を意味し

ているのかをまとめ，若干の展望を述べて終わりとしたい。

Ⅱではオバマ政権期までのアメリカ競争力（産業）政策の展開をあらためて整理した。1970

年代末から1980年代にかけて産官学連携を可能とする規制緩和法という形で競争力（産業）政

策の最重要要素が形作られ，連邦議会ではそれに対応する超党派合意（競争力政策（産業）政

策に関わる穏健派）が形成された。これは財政政策や社会政策と比較すると超党派合意が形成

されやすいという競争力（産業）政策の性格を形づくるものであった。1990年代にかけてその

成果としてテクノロジー産業都市や地域が形成・発展し，その成果が２000年代に新世代の競争

力（産業）政策としてフォードバックされた。しかしながら共和党（保守派），民主党（リベ

ラル派）の党派対立は次第に激化していき，超党派合意（競争力政策（産業）政策に関わる穏

健派）は次第に弱まっていった。その中でも競争力政策（産業）政策はなんとか実現されてい

た。

本稿で対象としたトランプ政権・バイデン政権期は，政治的分極化がさらに分化し，米中戦

略競争が激化した段階にあたる。トランプ政権期には党派対立の激化という構図は続きつつも

共和党ポピュリスト層の支持を得るため共和党政権としては変則的な一部の労働力訓練政策重

視や保護主義的通商政策が行われ，それはこれまでとは相違する形でのある程度の超党派合意

を意味していた。バイデン政権でも党派対立の激化という構図は続きつつも，対中戦略競争を

意識した競争力（産業）政策はオバマ政権期よりも超党派合意をわずかに拡大した面があった。

トランプ政権期の科学技術投資は，２017年減税・雇用法の影響もあり，民間産業による投資

は好調だったオバマ政権期よりもさらに拡大し，さらに政府投資も競争力（産業）政策が十分

実現できなかったオバマ政権期の低迷から拡大基調に転換するなど，実は活性化していた。米

中戦略競争の激化に対応して，アメリカのイノベーション投資は民間，政府部門で着実に行わ
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れていることが確認されたといえる。なお確定データの得られていないバイデン政権期の動向

は次稿にて分析したい。

このように本稿が主たる対象としたトランプ政権・バイデン政権期の競争力（産業）政策を

巡っては，党派対立の激化にもかかわらず，党派対立のさらなる分化と対中戦略競争意識の強

まりという新たな変化によって，一部の政策について超党派合意がわずかに拡大するという，

より複雑な様相が示された。本稿はこのようなトランプ政権・バイデン政権期の競争力（産業）

政策の新たな展開とその要因について，試論を提示したということである。なお本稿の主眼は

上記展開の整理と要因に関する試論を提示するところにあり，党派対立のさらなる分化を踏ま

えた連邦議会議員の全数レベルの行動分析，２0２1年インフラ投資・雇用法，２0２２年 CHIPS お

よび科学法，２0２２年インフレ抑制法の環境エネルギー投資誘導政策など個別政策に関するより

踏み込んだ分析は，別稿にて行う予定である。

しかしバイデン政権期に本稿で分析した超巨大政策が次々に実現した一方，超党派合意はわ

ずかにしか拡大していない。さらにアメリカそして世界ではインフレーションが激化するとい

う「副作用」も生じている。バイデン政権の超巨大経済政策は，経済政策の新潮流である政府

が経済社会課題を解くことができるとする「ミッション型経済政策」（Mazzucato�２015,�

２0２２）が次第に実現してきたと考えることも可能である。たしかに「よりよき再建計画」をバ

イデン政権が「ニューディール以来の大規模投資」と主張するのは首肯できるが，競争力（産

業）政策の影響はごく一部にとどまるとはいえ，超巨額政策によって「インフレーション」が

起きているという現実がある。史上空前規模の超巨額経済政策の限界が問われている可能性が

あるといえる。この点については別稿にて論じることとしたい。
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